
（案） 

契     約     書 
 

広島県（以下、「甲」という。）と、   （以下、「乙」という。）とは、広島県東部運転免許セ

ンターほか 28施設で使用する電力の需給について、次のとおり契約を締結した。 

 （契約の目的） 

第１条 乙は、別紙仕様書に基づき甲の広島県東部運転免許センターほか 28 施設で使用する電力

を需要に応じて供給し、甲は乙にその対価を支払うものとする。 

２ 乙は、仕様書等に従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。 

３ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

 （契約金額） 

第２条 契約金額は、別表のとおりとする。なお、電気供給（契約）期間中に消費税及び地方消費

税の税率が変更された場合、変更された税率に基づき契約金額を変更できるものとする。 

２ 乙の発電費用などの変動により契約金額の改正を必要とするときは、甲乙協議の上これを改定

できるものとする。  

３ 履行期間にかかわらず、令和７年度以降の当該契約に係る甲の歳入歳出予算の減額又は削除が

あった場合は、甲はこの契約を解除することができるものとする。 

 （電力供給期間） 

第３条 電力供給期間は、令和６年 10月１日から令和８年９月 30日までとする。 

 （契約保証金） 

第４条 甲は乙に対して契約保証金の納付を免除する。 

 （権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 乙は、本契約によって生じる権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、又は継

承させてはならない。ただし、法令で禁止されている場合を除き、甲の承認を受けた場合は、こ

の限りではない。 

２ 乙は、成果物（未完成の成果物を含む。）及び業務を行う上で得られた記録等を第三者に譲渡

し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、甲の承諾

を得た場合は、この限りでない。 

 （契約電力の増減） 

第６条 各月の契約電力は、その１月の最大需要電力と前 11 月の最大需要電力のうち、いずれか

大きい値とする。ただし、各施設において最大需要電力が 500kw以上となる場合は、甲乙協議の

上契約電力を決定するものとする。 

２ 甲が、前項の規定によらないで契約電力を超過した場合は、超過金の支払いについて甲乙協議

を行い、超過金の支払いが適当であると認められたときは、甲は当該協議において決定された金

額を超過金として乙の指定する期限内に支払うものとする。 

 （使用電力量の計量） 

第７条 毎月の電力量の計量日は、甲乙協議の上各月ごとに定めるものとし、乙は計量日に記録さ

れた電力量計の読みにより使用電力量を計算する。 

 （電気料金の算定） 

第８条 電気料金は、基本料金と電力量料金の合計額とする。（当該金額に１円未満の端数がある

ときには、その端数を切り捨てた金額） 

２ 基本料金は、契約電力に第２条第１項の基本料金単価を乗じて得た額とする。ただし、乙は、

仕様書に定めのある標準力率の変動に従い基本料金の請求額を変動させることができるものと

する。 

   基本料金＝（例）契約電力×別表の基本料金単価×（185％－力率） 



３ 電力量料金は、前条により読み取った１月の使用電力量に第２条第１項の電力量料金単価を乗

じて得た額とする。ただし、本県を管轄するみなし小売電気事業者の定める燃料費調整額、離島

ユニバーサルサービス調整額及び市場価格調整額で構成される燃料費等調整額、その他必要な料

金に準じて電力量料金を変動させることができるものとし、算定方法等について、あらかじめ甲

乙協議の上定めるものとする。 

４ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に基づく賦課金

は、本県を管轄する一般送配電事業者が定める特定規模需要の標準供給条件による。  

 （電気料金の支払及び遅延利息） 

第９条 乙は、前条により算定した額を１か月毎に請求するものとする。（当該金額に１円未満の

端数があるときには、その端数を切り捨てた金額） 

２ 甲は、乙から適法な支払請求書を受理した後、30 日以内までに当該請求額を支払うこととす

る。 

３ 甲の責めに帰すべき事由により、前２項の期日までに電気料金を支払わない場合においては、

乙は、当該未払い金額に対し、遅延日数に応じ、「政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定

める告示」で定められた割合で計算した額の遅延利息を甲に請求できるものとする。ただし、そ

の金額に１円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。 

 （再委託等の禁止） 

第 10 条 乙は、業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

法令で禁止されている場合を除き、あらかじめ甲の書面による承諾を得たときは、この限りでな

い。 

 （催告による解除権） 

第 11 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経

過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。 

 (1) 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

 (2) 履行期間内に完了しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みが 

  ないと認められるとき。 

  (3) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

 （無催告による解除権） 

第 12条 甲は、 乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することがで

きる。 

 (1) 第５条第１項の規定に違反して委託料債権を譲渡したとき。 

(2) 債務の全部が履行不能であるとき。 

(3) 乙が天災その他不可抗力により電力の供給をする見込みがないと認めたとき。 

  (4) 乙が債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (5) 乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行を拒絶する意思を 

明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができない

とき。 

 (6) 契約の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約

をした目的を達することができない場合において、乙が履行をしないでその時期を経過したと



き。 

 (7) 前各号に掲げる場合のほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催告をしても契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

(8) 乙が正当な事由によりこの契約の解約を申し出たとき。 

第 13 条 甲は、この契約に関し、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除するこ

とができる。 

(1) 乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独

占禁止法」という。）第 49条に規定する排除措置命令（以下この号及び次項において単に「排

除措置命令」という。）を受け、当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 乙が、独占禁止法第 62条第１項に規定する納付命令（以下この号及び次項において単に「納

付命令」という。）を受け、当該納付命令が確定したとき。 

(3) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）が、刑法（明治 40年法律第

45 号）第 96 条の６若しくは第 198 条又は独占禁止法第 89条第１項若しくは第 95条第１項第

１号の規定による刑に処せられたとき。 

２ 甲は、排除措置命令又は納付命令が乙でない者に対して行われた場合であって、これらの命令

において、この契約に関し乙の独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為

があったとされ、これらの命令が確定したときは、契約を解除することができる。 

３ 第 15条第２項の規定は、前２項の規定により契約を解除した場合について準用する。 

第 14条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその法人の役員又はそ

の支店若しくは営業所（常時業務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。

以下同じ）が、集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力

団」という。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。 

(2) 役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与してい

ると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべき関係

を有していると認められる法人若しくは組合等を利用するなどしていると認められるとき。 

(3) 役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与して

いると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積

極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

(4) 前３号のほか、役員等が暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められるとき。 

(5) 乙の経営に暴力団関係者の実質的な関与があると認められるとき。 

(6) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に委託料債権を譲渡 

したとき。 

(7) 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

(8) 乙が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（前号に該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙

がこれに従わなかったとき。 

２ 第 15条第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合について準用する。 

  （損害賠償請求等） 



第 15 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償を請

求することができる。 

  (1) 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

  (2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であ

るとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、 前項の損害賠償に代えて、乙は、当該日から契約期間

満了までに係る使用予定電力量に対し、第８条の規定に基づき算定した額の 10 パーセントに相

当する額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を、違約金として甲の

指定する期間内に支払わなければならない。 

  (1) 第 11条又は第 12条の規定により業務の完了前にこの契約が解除されたとき。 

  (2) 業務の完了前に、乙がその債務の履行を拒否し、又は乙の責めに帰すべき事由によって乙の

債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

 (1) 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75 号）    

の規定により選任された破産管財人 

 (2) 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律第     

154号）の規定により選任された管財人 

 (3) 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみ

なされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして乙の責めに帰することがで

きない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 甲は、第 13 条第１項及び第２項の規定により契約を解除することができる場合においては、

契約を解除するか否かにかかわらず、当該日から契約期間満了までに係る使用予定電力量に対し、

第８条の規定に基づき算定した額の 10 分の２に相当する金額の損害金を甲が指定する期間内に

支払うよう乙に請求するものとする。 

６ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に定める金額を超える場合において、甲が当該

超える金額を併せて請求することを妨げるものではない。 

７ 第１項第１号に該当し、甲が損害の賠償を請求する場合の請求額は、遅延日数に応じ、甲が当

該日から契約期間満了までに係る使用予定電力量に対し、第８条の規定に基づき算定した額につ

き年14.5 パーセント（ただし、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和32年

法律第26号）第93条第2項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合

をいう。以下同じ。）が年7.25パーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準

割合適用年」という。）中においては、当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.25

パーセントの割合を加算した割合とする。）の割合で算定した額とする。 

  （契約解除後の処理） 

第 16 条 甲は、第 11 条から第 14 条の規定により契約を解除した場合において、甲が契約を解除

した日が属する月の電力の供給を既に受けているときは、次の各号に掲げる区分に従い当該各号

に定める額の合計額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を乙に

支払うものとする。 

 一 基本料金 契約を解除しなかったものとした場合の同月の基本料金を当該月の暦日数で  

除して得た額に直前の計量日から契約を解除した日の前日までの日数を乗じて得た額 



 二 電力量料金 直前の計量日から契約を解除した日までに使用した当該月の電力量に、第２条

第１項の電力量料金単価を乗じて得た額 

２ 前項の支払は、第９条に定める方法に準じて行うものとする。 

 （秘密の保持） 

第 17条 乙は、業務を行う上で知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 乙は、甲の承諾なく、成果物（未完成の成果物を含む。）及び業務を行う上で得られた記録等

を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。 

 （暴力団等からの不当介入の排除） 

第 18 条 乙は、契約の履行に当たり暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに甲に

報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。 

２ 乙は、前項の場合において、甲及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除対策を講じなけれ

ばならない。 

３ 乙は、暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに甲へ報告するととも

に、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。 

 （実地調査など） 

第 19 条 甲が、必要があると認めるときはいつでも、乙に対し業務の実施の状況及び業務に従事

する者に係る次に掲げる事項など報告を求め、又は実地に調査できるものとする。 

(1) 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第４条第１項に規定する最低賃金の適用を受ける労働

者に対し、同法第３条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適用を受ける労働者について

は、同条の規定により減額して適用される額をいう。）以上の賃金（労働基準法（昭和 22 年法

律第 49号）第 11条に規定する賃金をいう。）の支払をすること。 

(2) 健康保険法（大正 11 年法律第 70号）第 48条の規定による被保険者の資格の取得に係る届出

をすること。 

(3) 厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 27条の規定による被保険者の資格の取得に係る

届出をすること。 

(4) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44年法律第 84号）第４条の２第１項の規定に

よる保険関係の成立に係る届出（労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50号）の規定に係る

ものに限る。）をすること。 

(5) 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による雇用する労働者が適用事業の被保

険者となったことの届出をすること。 

２ 甲が、この契約に係る甲の予算執行の適正を期するため必要があると認めた場合は、甲は、乙

に対し、乙における当該契約の処理の状況に関する調査への協力を要請することができる。 

３ 乙は、前項の要請があった場合には、特別な理由がない限り要請に応じるものとし、この契約

の終了後も、終了日から５年間は、同様とする。 

 （関係書類の整備） 

第 20条 乙は、業務に係る経理を明らかにした関係書類を整備し、履行期間終了の日から５年間、

保存するものとする。 

 （その他） 

第 21 条 本契約の条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めのない事項は、甲乙協議の

上決定する。 

２ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による



直属的管轄裁判所とする。 

 

 

 本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

甲 広島市中区基町９番４２号 

広島県 

契約担当職員 広島県警察本部長 則包 卓嗣 

 

 

乙 所在地  

  名 称 

  代表者 



　別表 契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

1 広島県東部運転免許センター

2 広島西警察署

3 安佐南警察署

4 安佐北警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

5 大竹警察署

6 山県警察署

7 呉警察署音戸分庁舎

8 江田島警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

9 東広島警察署

10 竹原警察署

11 福山北警察署

12 府中警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

15 安芸高田警察署

16 世羅警察署

13 三次警察署

14 庄原警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

20 広島中央警察署

17 科学捜査研究所

18 広島県警察機動隊

19 広島東警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

23 廿日市警察署

24 尾道警察署

21 呉警察署

22 海田警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

26 福山西警察署

27 福山東警察署

28 佐伯警察署

25 三原警察署



契約単価表（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

連番 施設名 使用月
基本料金

単価（円／kw）

電力量料金

単価（円／kw）

100%再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

単価（円／kw）

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

29 広島南警察署


